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１．アンケート調査の結果 

１－１アンケート調査の概要 

この調査は、市民、事業者の地球温暖化対策に係る意識やニーズを把握し、岸和田市地球温暖化対

策実行計画策定の基礎資料とするために実施しました。調査の目的は以下の通りです。 
 
アンケート調査の概要 

区分 市民 事業者 

対象 

住民基本台帳から抽出条件により人口

割合を設定し、コンピューターにより無

作為抽出 

【抽出条件】 

抽出基準日：平成22年７月１日 

年齢条件：20歳～69歳までの10

歳刻み 

性別：男女 

学区条件：小学校24校区 

 

タウンページからリストを作成し、規

模や業種別による無作為抽出 

 

調査期間 
配付：平成22年９月 ２日から 

回収：平成22年９月15日まで 

配布・回収方法 郵送による配付・回収 

配付数 2,985件 985件 

回収数 

（回収率） 

1,052件 

(35.2％) 

291件 

(29.5％) 

アンケート項

目 

・回答者属性 

・地球温暖化問題の認知度 

・省エネ家電の普及状況 

・日常生活における省エネ等環境配慮 

型行動 

・住宅の断熱化に関する取り組み 

・日常生活の移動（車や公共交通機関の

利用） 

・低炭素社会づくりや温暖化に係る取り

組み 

・回答者属性 

・環境問題への考え方、取り組み 

・エネルギーに関する取り組み 

・通勤や移動手段、貨物の輸送につい 

 て 

・ＣＳＲについて 
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１－２市民アンケート 

１-２-１回答者属性 

（１）回答者の属性 

性別 (SA21);N=1,052)             年齢 (SA;N=1,052) 

 
 
 
 
 
 
 

  職業 (SA;N=1,052)            同居の人数 (SA;N=1,052)  

 
 
 
 
 
 
 
 
（２）居住歴・今後の居住意向 

  居住歴(SA;N=1,052)            今後の居住意向(SA;N=1,052)  

 
 
 
 
 
 
 
 
（３）住宅について 

住居の所有と種類(SA;N=1,052)           住居の建て方(SA;N=1,052)  

 
 
 
 
 
 
 

                                                   
21) シングルアンサー:単一回答 

女性

39%

不明・無

回答

1%

男性

60%

50代

18.9%

30代

19.1%

不明・無
回答
1.1%

20代

9.8%

40代
22.0%

60代

以上
29.1%

自営業

8.2%

会社員・

公務員等

の

給与所得

者（フルタ

イム）

32.6%

自由業

1.6%

パートタイ

ム・アル

バイト

18.0%家事従事

18.1%

不明・無

回答

1.3%

その他

1.8%
無職

17.0%

学生

1.4%

7人

2.3%

8人

0.4%
０人(１人

暮らし）

2.7%

不明・無

回答

1.7%6人

3.7%

5人

9.8%

4人

22.2%

2人

23.4%

3人

26.3%

1人

7.5%

10.0

14.9

22.3

31.5

1.7

2.9

16.6

0 20 40

生まれた時から

１年未満

１～５年未満

５～１０年未満

１０～２０年未満

２０年以上

不明・無回答

（%）

1.1

1.0

3.3

72.7

9.7

12.2

0 50 100

住み続けたい

市内の他の所に移りたい

市内の他の所に近々移る

市外の他の所に移りたい

市外の他の所に近々移る

不明・無回答

（%）

2.5

4.1

0.1

1.0

1.1

9.4

10.4

71.5

0 50 100

持ち家の一戸建て

持ち家の集合住宅

賃貸の一戸建て

賃貸の集合住宅

公的な賃貸住宅

間借り・下宿

その他

不明・無回答

（%）

2.5

1.4

27.9

3.9

64.3

0 50 100

鉄筋コンクリート

木造

プレハブ

その他

不明・無回答

（%）
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１-２-２地球温暖化問題について 

（１）地球温暖化の認知と不安 

地球温暖化に関することの認知(MA22;N=1,052)       地球温暖化に対する不安(MA;N=1,052)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１-２-３地球温暖化対策の取り組み状況 

（１）家庭にある電化製品について 

   家電製品の種類と家庭あたり平均所有台数     省エネラベル付家電製品の占める割合 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（２）太陽光発電等について 

太陽光エネルギーや太陽熱の利用状況     太陽光発電設置に必要な条件(MA;N=942) 

(SA;N=1,052) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
22) マルチアンサー:複数回答。あてはまるものすべてを選択する方法です。 

※テレビについては、本調査におけるブラウン管テレ

ビについて過去のデータと比較している。 

不明・無

回答, 4.4%

利用して

いる, 6.1%

利用して

いない,

89.5%

21.2

65.5

16.5

81.1

82.3

41.5

21.4

1.0
2.2

20.9

7.1

62.5

0 50 100

温室効果ガス

地球温暖化対策の推進に関する法律

低炭素社会

チャレンジ25キャンペーン

京都議定書

地球温暖化防止活動推進員

クールビズ・ウォームビズ

アイドリングストップ等のエコドライブ

エコショップ制度

グリーン購入

その他

不明・無回答

（%）

80.6

58.3

2.7

1.8

1.0

68.3

69.4

55.9

62.5

82.4

0 50 100

海面の上昇による陸地の消滅

異常気象による災害発生

気候の変化による農業、漁業への影響

気候の変化による生態系への影響

気候の変化による健康への影響
猛暑による冷房などエネルギー使用量増加

に伴う家計負担への影響
食料価格上昇による家計負担への影響

その他

不安はない

不明・無回答

（%）

3.3

1.2

1.0

10.1

0.9

1.2

1.4

0.5

1.0

0.8

1.4

0.7

0.8

1.2

1.0
0.3

8.8

2.4

2.9

1.3

0 3 6 9 12

エアコン

冷蔵庫

電子レンジ

照明器具

ガス給湯器

ブラウン管テレビ

ビデオデッキ

パソコン

ガスストーブ

石油ストーブ

（台）

本調査

過去の調査（平成15年）

27.2

24.3

10.3

4.3

10.6

11.2

16.9

19.2

0 20 40

エアコン

冷蔵庫

照明器具

テレビ

（%）

本調査

過去の調査（平成15年）

21.3

10.6

25.7

3.2

2.8

44.411.0

25.7

0.5

0 25 50

条件に関わらず設置予定

電気の買取価格が

今よりも高くなった場合

設置価格が低コストになった場合

光熱費が削減できる場合

設置したくてもできない

わからない

設置する予定はない

その他

不明・無回答

（%）
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（３）住宅の断熱化の取り組み状況 

住宅の断熱化の取り組み状況(MA;N=1,052) 

 
 
 
 
 
 
 
（４）日常の生活行動での取り組み状況  

日常生活行動での温暖化対策の取り組み(SA;N=1,052) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【過去の調査との比較】 

暖房や冷房の設定温度を冬は20℃以下、夏は28℃以上にする 

 
 
 
 
 

冷蔵庫の管理を適切に行っている 

 
 
 
 

11.3

6.0

46.9

5.4

14.4

16.7

26.9

0 30 60

屋根、天井、床などに断熱材を使用

 窓を断熱構造（断熱サッシ、ペアガラス）

ゴーヤ、朝顔などの緑のカーテン

建物の配置・窓の位置を工夫

（風通し・日当り確保）

その他

特に取り組んでいない

不明・無回答

（%）

31.1

33.1

16.0

21.7

25.8

18.7

34.5

22.1

32.1

19.0

22.8

20.9

39.1

41.6

32.6

35.9

31.9

26.0

33.0

42.9

32.7

28.8

22.3

9.6

30.9

23.2

21.1

35.0

31.6

31.1

48.8

22.0

28.2

19.6

35.2

34.7

59.4

56.3

50.9

31.5

14.7

9.2

10.1

8.1

8.6

14.4

13.3

33.8

35.8

31.3

12.9

0.5

1.3

1.0

3.8

3.7

4.8

4.8

2.8

3.3

3.8

6.9

3.4

2.4

6.9

2.5

7.0

2.0

2.4

1.7

1.2

1.5

1.7

1.4

3.4

0 25 50 75 100

暖房や冷房の設定温度を

冬は20℃以下、夏は28℃以上にする

エアコンの使用時間を減らしている

テレビを見る時間を管理している

冷蔵庫の管理を適切に行っている

使っていない電化製品のコンセントは抜いている

電灯は省エネタイプの蛍光灯を使用している

できるだけ家族が同じ部屋で団らんし、

冷暖房等を別々の部屋で使わないようにしている

家電製品を買うときは多少価格が高めでも

省エネ率の高い製品を選んでいる
給湯器を利用しており、設定温度をなるべく低くしてい

る。
自家用車の利用を控え、バス・電車・自転車を利用し

ている

車を利用する場合はアイドリングストップをしている

地球温暖化に関する講演会や

体験学習会に参加している
植林、育樹など地域の緑化推進活動、

里山保全活動に参加している

カーボンオフセットの取り組みに参加している

エコポイントの取り組みに参加している

（%）

いつも取り組んでいる 時々取り組んでいる
やりたいと思うが取り組んでいない 取り組むつもりはない
不明・無回答

31.1

40.1

39.1

29.4

23.2

24.0

3.3

6.5

3.4

0.0

0 25 50 75 100

本調査（N=1040）

過去の調査
（平成15年）（N=858）

（%）

いつも取り組んでいる 時々取り組んでいる やりたいと思うが取り組んでいない
取り組むつもりはない 不明・無回答

21.7

54.9

35.9

27.4

31.6

16.8

1.0

9.2

0.0

1.5

0 25 50 75 100

本調査（N=1040）

過去の調査
（平成15年）（N=906）

（%）

いつも取り組んでいる 時々取り組んでいる やりたいと思うが取り組んでいない
取り組むつもりはない 不明・無回答
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家電製品を買うときは多少価格が高めでも省エネ率の高い製品を選んでいる 

 
 
 
 
 

車を利用する場合はアイドリングストップをしている 

 
 
 
 
 

※過去の調査では「既に取り組んでいる」「時々取り組んでいる」「これから心がけたい」 
「取り組む必要・予定はない」の４段階で質問している。 

 
 
地球温暖化対策に取り組んでいない理由（MA;N=1,018）    使用している給湯器（SA;N=675） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１-２-４自動車や公共交通機関について 

（１）自動車の保有等について 

      自動車の種類（MA;N=1,019）         世帯あたりの自動車平均保有台数  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

22.1

27.1

42.9

17.3

28.2

52.4

3.2

4.8

0.0

2.0

0 25 50 75 100

本調査（N=1040）

過去の調査
（平成15年）（N=851）

（%）

いつも取り組んでいる 時々取り組んでいる やりたいと思うが取り組んでいない

取り組むつもりはない 不明・無回答

22.8

67.8

22.3

18.0

34.7

12.6

13.3

1.7

6.9

0.0

0 25 50 75 100

本調査（N=1040）

過去の調査
（平成15年）（N=701）

（%）

いつも取り組んでいる 時々取り組んでいる やりたいと思うが取り組んでいない
取り組むつもりはない 不明・無回答

9.0

14.6

15.9

11.1

31.5

47.1

0 30 60

効果が期待できない

取り組みの方法・参加の仕方がわからない

環境に配慮した行動をとること自体が面倒

取り組みに経費がかかる

その他

不明・無回答

（%）

0.0

8.6

12.6

10.1

0.6

1.2

0.9

8.0

0.9

7.3

7.4

2.7

39.9

0 30 60

ガスボイラ/ガス給湯器/

ガス給湯暖房器
エコジョーズ

エネファーム

灯油ボイラ/灯油給湯器
エコキュート

（電気温水器を除く）
ガス瞬間湯沸かし器

電気温水器

小型電気温水器

エコウィル

太陽熱温水器

わからない

その他

不明・無回答

（%）

48.0

1.3

89.5

5.2

1.1

0 50 100

普通・乗用自動車（ガソリン）

普通・乗用自動車（軽油）

軽自動車

トラック （ガソリン）

トラック（軽油）

（%）

1.45

1.63

0.92

0 1 2

戸建（N=759)

集合住宅(N=240)

全体（N=1,017)

（台）

全体には住宅の建て方のその他、不明・無回答を含む
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自動車種別平均年間走行距離(MA;N=1,019)      次回自動車買換えの際の意向(SA;N=922)  

 
 
 
 
 
 
（２）自動車の利用について 

   マイカーの利用頻度(SA;N=922)            マイカーの利用目的(SA;N=887)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【マイカーの利用頻度と利用目的】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

18,141

8,600

14,284

25,051

11,500

0 10,000 20,000 30,000

普通・乗用自動車（ガソリン）

普通・乗用自動車（軽油）

軽自動車

トラック （ガソリン）

トラック（軽油）

（㎞）

5.4

4.8

6.4

4.4

29.4

15.5

34.1

0 20 40

3つ星以上の低排出ガス車

ハイブリッド自動車

電気自動車

普通の車

車の所有をやめる

その他

不明・無回答

（%）

36.0

16.5

5.9

25.0

34.1

21.1

5.9

5.0

4.9

5.5

4.1

20.0

25.0

15.0

17.3

45.0

69.2

81.1

70.0

60.0

25.0

5.1

7.3

8.9

9.4

10.0

20.0

25.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.9

0.0

0.9

0.0

0.0

2.6

0.0

4.6

5.9

7.5

0 25 50 75 100

ほぼ毎日（n=469)

週４～５回（n=109)

週２～３回（n=169)

週１回程度（n=106)

月２～３回程度（n=20)

月１回程度（n=5)

年に数回程度（n=4)

（%）

市内の通勤や通学 市外への通勤や通学

駅までの通勤や通学の送り迎え 通院

買い物 その他

4.4

39.6

6.9

0.8

21.9

4.3

22.2

0 25 50

市内の通勤や通学

市外への通勤や通学

駅までの通勤や通学の送り迎え

通院

買い物

その他

不明・無回答

（%）

18.4

2.2

0.5

0.4

2.3

1.5

51.1

11.5

12.0

0 30 60

ほぼ毎日

週４～５回

週２～３回

週１回程度

月２～３回程度

月１回程度

年に数回程度

全く利用していない

不明・無回答

（%）
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マイカーの利用自粛のための必要な仕組み(MA;N=887) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）公共交通機関の利用等について 

  公共交通機関の利用頻度(SA;N=1,052)        公共交通機関の利用目的(SA;N=858)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【公共交通機関の利用頻度と利用目的】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.5

11.4

11.5

32.1

14.4

4.0

6.3

4.4

12.4

0 20 40

ほぼ毎日

週４～５回

週２～３回

週１回程度

月２～３回程度

月１回程度

年に数回程度

全く利用していない

不明・無回答

（%）

0.5

10.4

11.3

2.6

38.0

7.6

6.4

23.3

0 25 50

市内の通勤や通学

市外への通勤や通学

駅までの通勤や通学の送り迎え

通院

買い物

市外へのレジャー

その他

不明・無回答

（%）

23.1

25.8

10.8

70.0

71.2

37.8

9.5

6.7

10.8

13.0

11.8

18.9

39.1

47.4

59.7

53.1

4.6

21.6

19.6

24.1

20.2

35.3

4.3

4.3

1.2
1.7

19.6

6.1

4.3

0.0

0.0

0.0
0.6

0.0

0.0

3.7

0.8

14.7

1.5

1.5

0.0 1.5

0 25 50 75 100

ほぼ毎日（N=130)

週４～５回（N=66)

週２～３回（N=37)

週１回程度（N=46)

月２～３回程度（N=116)

月１回程度（N=119)

年に数回程度（N=326)

（%）

市内の通勤や通学 市外への通勤や通学

駅までの通勤や通学の送り迎え 通院

買い物 その他

39.0

7.9

18.9

3.6

24.5

28.5

48.3

9.9

14.4

0 30 60

通勤や通学に利用できる駅を

拠点としたレンタサイクル

市内を循環するコミュニティバス

の路線拡大・充実運行
大規模集客施設間を巡回する

シャトルバスの運行

車を複数の会員同士で共有して利用

すること

高齢者を対象に運転免許証と

引き換えに公共交通機関を無料で利

市内路線バスの利便性の向上

その他

わからない

不明・無回答

（%）
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１-２-５今後の温暖化対策や低炭素社会づくりの取り組みについて 

（１）今後の温暖化対策や低炭素社会づくりに向けた意識  

低炭素社会実現に向けて取り組む姿勢     低炭素社会づくりに関して参加したい取り組み 

 (SA;N=1052)                    (MA;M=1,052)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
低炭素社会づくりや地球温暖化対策の推進 

の取り組みが進まない要因(MA;N=1,052) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）低炭素社会づくりのための具体的な取り組みについて 

低炭素社会づくりのための家計負担     市民や事業者の出資による太陽光発電等の普及 

        (SA;N=1,052)                      (SA;N=1,052)  

 
 
 
 
 
 
 

12.1

31.8

11.9

5.4

6.1

20.9

21.9

42.0

53.5

21.1

0 30 60

地球温暖化への危機感がない（自分に
は関係ない）から

小規模な活動では効果がないから

活動に参加したいが、地域での取り組
みが行われていないから

活動に参加したいが、
参加の方法がわからないから

新エネルギー導入や省エネルギー
機器購入のために経費がかかるか

詳しい情報が手に入りにくく、どのように
取り組めばいいのか分からないから

一緒に取り組む仲間や機会がないから

環境に配慮した行動を
とること自体に不便を感じるから

その他

不明・無回答

（%）

2.1

5.9

19.4

17.4

31.4

18.1

17.4

16.1

42.9

19.9

0 25 50

地球温暖化に関する講演会や体験学

習会への参加

省資源・省エネルギーの普及啓発活動

カーボンオフセットの取組み

エコポイントの取り組み

マイカーからレンタサイクル、公共交通

機関利用など自家用車の利用
植林、育樹、里山保全など

地域の緑化推進活動

市民共同出資の太陽光発電等の設置

その他

特に参加したいとは思わない

不明・無回答

（%）

30.0

4.2

43.7

2.6

6.7

12.8

0 25 50

現在の生活を

大きく変えてでも取り組むべきだ

現在の生活を

多少変えても取り組むべきだ

現在の生活を

変えない範囲で取り組むべきだ

現在の生活を

変えてまで取り組む必要はない

わからない

不明・無回答

（%）

14.6

12.5

12.5

4.1

2.0

0.7

22.7

5.3

25.5

0 20 40

月500円未満

月500円以上1,000円未満

月1,000円以上2,000円未満

2,000円以上5,000円未満

月5,000円以上

全く負担したくない

その他

わからない

不明・無回答

（%）

2.6

0.8

21.7

8.2

1.5

6.5

1.0

15.9

42.0

0.0 25.0 50.0

10０万円以上

５０万円～１００万円

１０万円～５０万円未満

５万円～１０万円未満

５万円未満

その他

わからない

全く負担したくない

不明・無回答

（%）
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     市として重視すべき施策(MA;N=1052) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１-２-６自由記述 

（１）自由記述の整理 

自由記述として得られた回答 233件について以下の類型により整理しました。 
【環境施策・環境学習、行政の役割】 82件 

・緑化対策や適切な管理で街並みが美しく涼しい環境づくりを進めて欲しい。 
・子どもたちへの環境学習が重要である。 
・交通の不便な地域におけるコミュニティバスの運行が望まれる。 
・市が環境モデル市となる画期的な取組みに率先してリードして欲しい。 
【環境問題についての意見・対策】 36件 

・一人一人の意識向上が重要。日常生活の身近な取組みから進めたい。 
・異常気象が続き、冷房等の省エネの取組みが困難な面がある。 
【ごみ問題・分別化】 32件 

・ごみ袋の値段が高く、容量が小さい。 
・分別の徹底がなされていない。 
【広報力、情報公開や提供の要望】 31件 

・市の取組み、市民活動についてより充実した広報、情報提供が望まれる。 
・市の施策等の効果についての情報公開も重要である。 
【家計への負担、景気対策】 15件 

・経済的に余裕がない中でも、取組むことのできる省エネ活動が望ましい。 
・まず、景気回復による社会のゆとりが待たれる。 
【現在実践している省エネの取組】 ９件 

・買物時はマイバックの持参している。 
・ごみの分別化等に取組んでいる。 
【アンケートの実施目的や方法、設問等】 ９件 

・アンケートに回答することで、環境問題への意識が高まった。 
・横文字や内容が難しく、分かりやすく説明して欲しい。 
【その他】 19件 

・税金の無駄な使途を廃し、有効に活用して欲しい。 

41.3

42.6

21.8

27.7

45.2

51.0

18.0

2.2

27.7

2.9

34.8

40.0

51.3

61.1

53.8

30.2

0 40 80

省エネ家電・省エネ住宅の普及促進

太陽光発電、風力発電、太陽熱利用など、自

然エネルギーの利用促進
電気自動車や天然ガス自動車などのクリー

ンエネルギー自動車の普及促進

リサイクルなど資源の有効利用の促進

コミュニティバスなどの公共交通機関の充実

植樹や樹林の維持管理の促進

地球温暖化防止に役立つ技術開発

環境に配慮した企業活動、産業活動の推進

市民、団体などによる率先した地球温暖化防

止活動の推進
地球温暖化についての情報提供や広報活動

の促進

学校や地域などにおける環境学習の充実

地球温暖化対策を行うことが家計の助けにな

るような経済の仕組みづくり
二酸化炭素などの温室効果ガスの排出に対

する条例などによる規制

その他

わからない

不明・無回答

（%）
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１－３事業者アンケート 

１-３-１回答者属性 

（１）事業所の概要 

       業種(SA;N=291)                  従業員数(SA;N=291) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       営業年数(SA;N=291)                 資本金(SA;N=291)  

 
 
 
 
 
 
 
  事業所の性格(位置づけ)(SA;N=291)             今後の移転予定(SA;N=291) 

 
 
 
 
 
 
  環境ISO等の取得状況(SA;N=291)            

 
 
 
 
 
 
 

23.4

1.4

3.1

3.4

0.0

8.2

1.0

1.0

7.9

5.5

2.4

7.9

7.9

0.7

1.7

4.5

6.9

3.8

9.3

0 15 30

建設業

食料品･飲料製造業

木材･木製品･家具製造業

衣服･その他の繊維製造業

出版･印刷物等製造業

金属製品製造業

電気機械器具等製造業

一般機械器具製造業

その他の製造業

電気･ガス･熱供給･水道業

運輸･通信業

卸業

小売業

飲食店

金融･保険業

不動産業

その他のサービス業

その他

不明・無回答

（%）

50.5

8.2

5.2

5.2

2.4

1.7

26.8

0 30 60

１～９人

１０～２９人

３０～４９人

５０～９９人

１００～２９９人

３００人以上

不明・無回答

（%）

6.9

11.3

15.5

10.3

2.4

36.4

17.2

0 25 50

３年未満

３～９年

１０～１９年

２０～２９年

３０～４９年

５０年以上

不明・無回答

（%）

8.9

72.2

3.4

2.1

3.8

6.9

2.7

0 40 80

１千万円未満

１千万円～５千万円未満

５千万円～１億円未満

１億円～５億円未満

５億円～１０億円未満

10億以上

不明・無回答

（%）

65.6

11.0

0.3

3.1

19.9

0 40 80

本社・本店

支所・支店

工場・事業所

その他

不明・無回答

（%）

2.1

0.7

1.4

93.1

1.7

1.0

0 50 100

移転の予定はない

市内の他の場所へ移転予定

市外へ移転予定

現在の場所で新築予定

その他

不明・無回答

（%）

7.6

28.9

12.7

30.9

15.8

1.7

2.4

0 20 40

ISO14000に基づくシステムの認証

を受けている
 ISO14000に基づくシステムを構

築しているが認証を受けていない

ISO14000に準拠した環境管理

特に取り組みをしていない

取得に向けて検討している

その他

不明・無回答

（%）
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省エネ法の特定事業者(SA;N=291)            温対法の特定事業者(SA;N=291) 

 
 
 
 
 
 
事業所あたり自動車種類別平均保有台数           自動車種類別平均年間走行距離 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１-３-２環境問題への考え方・取り組み 

（１）環境問題に対する考え方 

  関心の高い環境問題（１番目）(SA;N=274)    関心の高い環境問題（２番目）(SA;N=274)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

5.2

89.7

5.2

0 50 100

特定事業者である

特定事業者ではない

不明・無回答

（%）

3.8

89.7

6.5

0 50 100

特定排出者である

特定排出者ではない

不明・無回答

（%）

0.2

1.0

0.0

0.1

0.0

0.1

1.4

0.3

0.3

3.4

0 2 4

大型貨物車

普通貨物車

ディーゼル小型貨物車

ガソリン小型貨物車

バス

ディーゼル乗用車

ガソリン乗用車

ＬＰＧ乗用車

天然ガス車

ハイブリット車

（%）

126.3

2.9

15.0

0.0

17.6

21.0

44.8

33.5

32.0

98.1

0 100 200

大型貨物車

普通貨物車

ディーゼル小型貨物車

ガソリン小型貨物車

バス

ディーゼル乗用車

ガソリン乗用車

ＬＰＧ乗用車

天然ガス車

ハイブリット車

千㎞

27.4

11.3

4.7

0.4

5.8

1.1

1.1

0.0

3.3

0.7

1.1

4.0

13.9

0.4

9.9

1.8

1.1

6.9

5.1

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0

温室効果ｶﾞｽ排出量の削減

エネルギーの調達・管理（省エネ）

有害物質の漏えい＋危険物管理の徹底

工場や暖房用ボイラー起因の大気汚染

自動車起因の大気汚染

水質汚染(下水を含む)および地下水汚染

工場敷地内及び跡地等での土壌汚染

自動車や飛行機などによる騒音・振動

工場・建設現場などによる騒音・振動

悪臭

地盤沈下

事業系一般廃棄物の処理・処分

産業廃棄物の処理・処分
フロンガス(空調機器・自動車)の回収・破

壊
リサイクルの促進

自動車の増加による交通渋滞

グリーン調達への対応

製(部)品の安心・安全性
労働(作業)環境への配慮、環境法規制

の順守

その他（具体的に ）

不明・無回答

(%)

7.3

9.9

4.7

1.8

5.5

3.3

0.4

1.5

3.3

0.7

1.1

9.5

18.6

0.7

10.6

6.9

1.8

2.2

5.5

4.7

0.0

0 20 40

温室効果ｶﾞｽ排出量の削減

エネルギーの調達・管理（省エネ）

有害物質の漏えい＋危険物管理の徹底

工場や暖房用ボイラー起因の大気汚染

自動車起因の大気汚染

水質汚染(下水を含む)および地下水汚染

工場敷地内及び跡地等での土壌汚染

自動車や飛行機などによる騒音・振動

工場・建設現場などによる騒音・振動

悪臭

地盤沈下

事業系一般廃棄物の処理・処分

産業廃棄物の処理・処分
フロンガス(空調機器・自動車)の回収・破

壊
リサイクルの促進

自動車の増加による交通渋滞

グリーン調達への対応

製(部)品の安心・安全性
労働(作業)環境への配慮、環境法規制

の順守
その他（具体的に ）

不明・無回答

(%)
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関心の高い環境問題（３番目）(SA;N=274) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 地球温暖化対策の位置づけ(SA;N=291)     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
地球温暖化と事業活動の関係(SA;N=278)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.9

4.0

2.2

0.7

6.9

4.0

1.5

1.5

4.0

2.2

1.5

8.0

8.8

2.9

11.3

7.7

3.6

7.3

8.0

0.4

10.6

0 20 40

温室効果ｶﾞｽ排出量の削減

エネルギーの調達・管理（省エネ）

有害物質の漏えい＋危険物管理の徹底

工場や暖房用ボイラー起因の大気汚染

自動車起因の大気汚染

水質汚染(下水を含む)および地下水汚染

工場敷地内及び跡地等での土壌汚染

自動車や飛行機などによる騒音・振動

工場・建設現場などによる騒音・振動

悪臭

地盤沈下

事業系一般廃棄物の処理・処分

産業廃棄物の処理・処分
フロンガス(空調機器・自動車)の回収・破

壊

リサイクルの促進

自動車の増加による交通渋滞

グリーン調達への対応

製(部)品の安心・安全性
労働(作業)環境への配慮、環境法規制

の順守

その他（具体的に ）

不明・無回答

(%)

7.9

25.4

1.4

3.1

17.2

17.2

24.1

3.8

0 20 40

重要課題と位置づけて目標を定
めて取り組んでいる

重要課題と位置づけてできるだけ
取り組むよう努めている

重要課題と考え具体的な取組み
方法を準備中である

重要課題と考えているが具体的
な取組み方法は今後検討する

重要課題と考えているが今のとこ
ろ具体的に取り組む予定はない
事業活動の立場からはそれほど
重要な課題とは思えない

その他

不明・無回答

（%）

12.9

25.9

24.5

28.4

43.5

33.5

28.1

11.5

15.8

25.5

8.6

8.6

9.7

15.8

4.7

1.8

0.7

0.4

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0

地球温暖化や温室効果ガス（二酸化炭素等）の排出

に関し、我が社も影響を与えていると考える。

地球温暖化防止のため、温室効果ガス（二酸化炭
素等）の排出に関し、排出量の上限など制限を加え

られるのはやむを得ない。

地球温暖化防止のため温室効果ガス（二酸化炭素
等）排出量に上限が設けられた場合、排出量取引に

は積極的に参加する。

(%）

そう思う どちらかといえばそう思う あまりそう思わない

そう思わない わからない 不明・無回答
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（２）低炭素な社会づくり関係する活動の取り組み  

低炭素な社会づくりに関係する活動の        低炭素な社会づくりに関係する活動の 

取り組み状況(MA;N=274)              今後の取り組み意向(MA;N=272) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
温暖化対策として国や自治体に期待すること 

      (SA;N=291) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

31.8

33.9

19.0

22.3

23.4

31.8

19.0

0.4

2.6

6.9

17.5

14.2

18.2

14.2

17.2

16.4

0 20 40

自社での省エネルギー行動の推
進

自社での省エネルギー機器等の
導入

ESCO事業の導入

グリーン電力購入

環境関連CSRの実施

エコポイントの提供

マイカー通勤の規制強化などによ
る公共交通による通勤の推進
太陽光発電などの再生可能エネ
ルギーに係る設備の導入

納入業者などへのグリーン配送
の依頼

ISO14001等の認証取得

環境教育の促進

新規環境事業創出

低炭素社会づくりに係る取り組み

のPR

その他

特に何取り組んでいない

不明・無回答

(%）

29.9

19.0

3.6

2.6

7.7

8.4

9.1

5.5

4.0

8.8

9.9

2.2

5.1

0.7

26.6

6.2

0 20 40

自社での省エネルギー行動の推

進
自社での省エネルギー機器等の

導入

ESCO事業の導入

グリーン電力購入

環境関連CSRの実施

エコポイントの提供

マイカー通勤の規制強化などによ

る公共交通による通勤の推進
太陽光発電などの再生可能エネ

ルギーに係る設備の導入
納入業者などへのグリーン配送

の依頼

ISO14001等の認証取得

環境教育の促進

新規環境事業創出

低炭素社会づくりに係る取り組み

のPR

その他

特に何取り組んでいない

不明・無回答

(%）

28.9

21.6

0.7

7.9

9.3

19.2

12.4

0.0 20.0 40.0 60.0

省エネに取り組むと得になる仕組

みを国や自治体がつくる

学校や地域で子ども達の環境教

育を進める

地球温暖化につながるような商品

や行動を国や自治体が規制する

省エネ型製品への買い替えに対

して、国や自治体が補助金を出す

国や自治体が先導して、生活習

慣を変える普及啓発活動を展開

その他

不明・無回答

（%）
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（３）エネルギーに関する取り組みについて 

省エネルギーに関する目標を            取り組んでいる省エネルギーの工夫や 

  設定していない理由(SA;N=249)           新エネルギーの導入(MA;N=275) 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１-３-３通勤や移動・配送方法における温暖化対策 

（１）通勤や移動手段・輸送方法における温暖化対策の取り組み  

通勤や移動手段・輸送方法における         通勤や移動手段・輸送方法における 

  温暖化対策の取り組み(MA;N=291)          具体的な温暖化対策の取り組み(MA;N=50) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）業務中の移動や自動車利用 

業務中の移動方法(大阪市内)            業務中の移動方法(その他の地域)  

       (SA;N=291)                     (SA;N=291) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6.4

48.2

3.6

1.6

25.7

8.0

6.4

0 30 60

省エネルギーは充分行っている

ので、これ以上できないから

省エネルギーを推進しているが目

標値を設定していない

省エネルギーを行う必要があるの

で目標値の設定予定がある

省エネルギーを行う必要があると

思うが具体的な方法などが分から

省エネルギーに特に関心はない

その他

不明・無回答

（%）

10.5

10.2

2.9

48.7

5.8

3.6

4.0

4.0

18.2

0 30 60

ヒートポンプ式空調設備の導入

コージェネレーションシステムの

導入

ESCO事業の導入

工場や事務所の建物の断熱化、

複層ガラスの導入

太陽光発電装置の設置

太陽熱温水器の設置

その他

特に何もしていない

不明・無回答

（%）

14.0

48.0

28.0

4.0

6.0

14.0

4.0

0 30 60

他社と共同しての配送

他社と共同しての仕入れ

環境に配慮した運送会社の貨物

便を利用

商品配送時の最短輸送経路の選

択

鉄道コンテナ輸送・海運の利用

その他

不明・無回答

（%）

33.3

34.0

17.2

5.8

21.3

4.5

12.7

0 25 50

事業活動に伴う自動車運行を減ら

す工夫をしている

低公害車

燃費の良い車への買い換えを促
進している。

自動車のアイドリングストップ

その他

特別の取り組みはしていない

不明・無回答

（%）

40.2

0.7

21.3

12.0

25.8

0 25 50

主に自動車を推奨

主に公共交通機関を推奨

社員に任せている

業務中の移動なし

不明・無回答

（%）

0.3

47.1
16.8

8.6

27.1

0.0 25.0 50.0

主に自動車を推奨

主に公共交通機関を推奨

社員に任せている

業務中の移動なし

不明・無回答

（%）
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業務中のエコドライブ等の 

    実施状況(MA;N=291) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）マイカー通勤 

  マイカー通勤の状況(SA;N=291)          マイカー通勤を認めている理由(MA;N=247) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  マイカー通勤者の割合(SA;N=247)        マイカー通勤者に対する通勤手当(SA;N=247)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

14.8

29.9

21.0

1.4

8.6

21.6

53.6
14.8

48.1

17.5

27.5

0 30 60

特に、エコドライブ(省エネ運転)を

推奨はしていない
緩やかな発進(最初の5秒で時速

20kmが目安)
車間距離は余裕を持って、交通状

況に応じた定速走行
エンジンブレーキを積極的に使

い、早めのアクセルオフ

車内のエアコンの使用を控えめに

無用なアイドリングをしない

暖気運転を行わない

タイヤの空気圧をこまめにチェッ

ク

不要な荷物を積まずに走行

その他

不明・無回答

（%）

3.1

58.126.8

5.5

6.5

0 30 60

従業員の自由に任せている

マイカー通勤を条件付きで認めて
いる

マイカー通勤を禁止している

その他

不明・無回答

（%）

1.2

0.8

25.5

24.7

27.1

17.8

21.5

39.7

8.1

53.0

0 30 60

従業員にマイカー通勤希望が多

いため
事業所への公共交通の利便性が

悪いため

公共交通の不便な所に住む従業

員のため

深夜勤務・残業があるため

マイカー通勤の方が通勤費用が

安いため

早朝勤務があるため

通勤に使用する車を業務でも利

用することがあるため

公共交通機関での通勤が困難な

事情のある従業員のため

その他

不明・無回答

（%）

15.4

38.1

26.3

1.6

18.6

0 20 40

1割未満

2割～5割

5割以上

ほぼ全員

不明・無回答

（%）

59.5

3.2

37.2

0 40 80

マイカー通勤に通勤手当を支払っ

ている

支払っていない

不明・無回答

（%）
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マイカー通勤対する今後の意向(SA;N=247)        マイカー通勤を削減したい理由(MA;N=81)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
マイカー通勤を削減のために行政・            マイカー通勤を削減のために事業者・ 

交通事業者が取り組むべきこと(MA;N=81)         事業者が取り組むべきこと(MA;N=81)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１-３-４ＣＳＲ・低炭素社会づくり向けた具体的取り組みについて 

（１）ＣＳＲの取り組み 

     ＣＳＲの位置づけ(SA;N=291)            ＣＳＲの取り組み状況(MA;N=260)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13.4

5.3

1.6

19.4

31.6

25.1

3.6

0 20 40

できるだけ削減したい

ある程度は削減したい

削減は考えていない

本社などの判断

特に方針はない

その他

不明・無回答

（%）

2.5

0.0

0.0

75.3

1.2

17.3

6.2

51.9

0 40 80

通勤途中での事故リスクを軽減し

たいため

地球環境問題への対応のため

駐車スペースを削減したいため

駐車場費用を軽減したいため

渋滞などの遅刻者が出ることがあ

るため

通勤手当軽減のため

その他

不明・無回答

（%）

7.4

13.6

44.4

21.0

6.2

16.0

6.2

13.6

6.2

0.0

3.7

6.2

11.1

8.6

25.9

8.6

0 30 60

通勤電車の運行時間の延長

通勤電車の増便

通勤電車の混雑の緩和

通勤電車の運賃の値下げ

通勤電車の接続時間の短縮

バス路線の充実

定期券の大口購入に対する割引

駅での駐輪場の整備

二酸化炭素削減量に応じた優遇
策の導入

企業の環境活動に対する

駅でのレンタサイクルの実施

企業と行政が共同で各種支援

通勤のための自転車の事業所へ
の貸与

バス・タクシーのバリアフリー化の
進展

その他

不明・無回答

（%）

1.2

0.0

4.9

8.6

1.2

7.4

23.5

53.1

17.3

3.7

3.7

12.3

8.6

0 30 60

公共交通利用の奨励

時差出勤・フレックスタイム制の導
入・拡充

従業員への定期券の現物支給

パーク＆ライド利用の推奨

ノーマイカーデーの設置

社有車の持ち帰り禁止

従業員用駐車場の料金徴収・値
上げ

複数事業所による定期券の一括
購入割引

従業員用の駐車スペースの削減

自動車相乗りの推進

複数の事業所による送迎バスの
共同運行

その他

不明・無回答

（%）

10.0

10.7

48.8

30.6

0 30 60

明文化した位置づけがある

特に位置づけはされていない

わからない

不明・無回答

（%）

11.2

2.7

3.8

6.5

1.9

3.8

5.4

10.8

2.7

41.5

11.9

0.0 20.0 40.0 60.0

ボランティア活動全般支援（NPO・

NGO支援、ボランティア休暇制度

子どもの環境学習活動支援（出前

講座等）

里山保全活動、森づくり活動

障害者福祉活動支援

国際交流支援（技術移転含む）

芸術（音楽・演劇・美術等）の振興

支援

スポーツ活動の支援

まちづくり活動の支援

その他（具体的に ）

特に何も取り組んでいない

不明・無回答

(%）
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ＣＳＲの今後の取り組み意向(MA;N=260)       ＣＳＲに取り組む上で必要なこと(MA;N=291)  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）「低炭素社会」づくりのための具体的な取り組みについて 

市民や事業者出資による再生可能エネルギーの普及 

        （SA;N=291） 

 
 
 
 
 
 
１-３-５自由記述 

（１）自由記述の整理  

自由記述として得られた回答 27件について以下の類型により整理しました。 
【環境問題についての意見・対策】 ７件 

・他のエネルギー小国では化石燃料を必要としない政策をしている。 
・事業者と地域の協力がもっと必要である。 
【環境施策・環境学習、行政の役割】 ５件 

・市民一人ひとりの意識向上が必要であり、省エネ活動の効果等のＰＲも重要である。 
【現在実践している省エネの取組】 ４件 

・ＣＯ２削減、省エネ、節水、化学物質の使用抑制に取組んでいる。 
・マイカー通勤の禁止やクールビスに取組んでいる。 
【業績不安定・資金不足】 ６件 

・協力したいが不景気の折、省エネ活動に取組む余裕がない。 
【その他】 ５件 

 

13.1

10.8

13.5

20.0

9.2

6.5

10.0

24.2

0.4

6.9

14.2

0 20 40

ボランティア活動全般支援

子どもの環境学習活動支援

里山保全活動、森づくり活動

障害者福祉活動支援

国際交流支援（技術移転含む）

芸術（音楽・演劇・美術等）の振興

支援

スポーツ活動の支援

まちづくり活動の支援

その他（具体的に ）

特に何も取り組んでいない

不明・無回答

(%）

40.9

37.1

1.4

10.3

39.9

6.2

24.4

19.2

0 30 60

ノウハウや情報提供

行政の協力

勉強会やセミナー

資金面での支援

NPOとの連携

その他

わからない

不明・無回答

（%）

0.7

14.4

40.9

44.0

0 30 60

是非出資したい

出資を前向きに検討したい

全く出資したくない

不明・無回答

（%）
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２．排出量算定方法 
 現況推計の算出方法は下記のとおりです。 

 

部門 対象 発生源 ガス種類 計算方法 出典資料 2008(H20) 1990(H2) 

電力使用量 ＣＯ２ 年間の電力使用量×排出係数 
電力使用量：電力会社資料 
※平成２年については、平成２年の電力使用量を平成20年の各部門割合で算出 
廃棄物部門全体にわたる電力使用量：各施設資料 

2008(H20) 1990(H2) 

都市ガス使用量 ＣＯ２ 年間の都市ガス使用量×排出係数 ガス使用量：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1990(H2) 

ＬＰガス使用量：ＬＰガス協会ＨＰ 2008(H20) 1990(H2) 

産業全般 

ＬＰガス使用量 ＣＯ２ 大阪府のＬＰガス販売量÷大阪府製造品出荷額×岸和田市製造品出荷額×排出係数 
製造品出荷額：工業統計 2008(H20) 1990(H2) 

製造業エネルギー消費量(大阪)：都道府県別エネルギー消費統計 2008(H20) 1990(H2) 
製造業 製造業における燃料使用量 ＣＯ２ 製造業エネルギー消費量(大阪)÷製造業出荷額(大阪)×岸和田市の製造業出荷額×排出係数 

製造業出荷額：工業統計 2008(H20) 1990(H2) 

建設・鉱業分野エネルギー消費量(大阪)：都道府県別エネルギー消費統計 2006(H18) 1990(H2) 
建設・鉱業 鉱業における燃料使用量 ＣＯ２ 建設・鉱業分野エネルギー使用量(大阪) ÷大阪府就業者数×岸和田市就業者数×排出係数 

就業者数：事業所・企業統計調査 2006(H18) 
大阪府：1991(H3) 
岸和田市：1996(H8) 

農林業分野エネルギー使用量(大阪)：都道府県別エネルギー消費統計 2005(H17) 1990(H2) 

大阪府農業総生産額:農林水産省 都道府県別生産農業所得統計 2005(H17) 1990(H2) 農業における燃料使用量 ＣＯ２ 農林業分野エネルギー使用量(大阪)÷大阪府農業総生産額×岸和田市農業生産額×排出係数 

岸和田市農業生産額:農林水産省 統計市町村別生産農業所得統計累年統計 2005(H17) 1990(H2) 

水田 ＣＨ４ 水稲作付け面積×排出係数 水稲作付け面積：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1990(H2) 

耕地における窒素肥料の使用 Ｎ２Ｏ 市内耕地面積×排出係数 市内耕地面積：数字でみるきしわだ 
2008(H20) 

野菜は2006(H18) 
1990(H2) 

家畜の飼育 ＣＨ４ 乳用牛･肉用牛･排卵鶏の頭羽数×各排出係数 乳用牛･肉用牛･排卵鶏の頭羽数：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1994(H6) 

ＣＨ４ 乳用牛･肉用牛･排卵鶏の頭羽数×各排出係数 乳用牛･肉用牛･排卵鶏の頭羽数：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1994(H6) 

農業 

家畜排泄物の管理 
Ｎ２Ｏ 乳用牛･肉用牛･排卵鶏の頭羽数×各排出係数 乳用牛･肉用牛･排卵鶏の頭羽数：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1994(H6) 

ＣＨ４ 全国の排出量：独立行政法人国立環境研究所 日本の1990～2008年度の温室効果ガス排出量データ 2008(H20) 1990(H2) 

産
業
部
門 

産業全般 産業部門全体にわたる燃料の燃焼 
Ｎ２Ｏ 

全国の排出量÷全国製造品出荷額岸和田市製造品出荷額 
製造品出荷額：工業統計 2008(H20) 1990(H2) 

電力使用量 ＣＯ２ 年間の電力使用量×排出係数ー廃棄物部門全体にわたる電力使用量 
電力使用量：電力会社資料 
※平成２年については、平成２年の電力使用量を平成20年の各部門割合で算出 
廃棄物部門全体にわたる電力使用量：各施設資料 

2008(H20) 1990(H2) 

都市ガス使用量 ＣＯ２ 年間の都市ガス使用量×排出係数 ガス使用量：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1990(H2) 

民生業務部門エネルギー使用量(全国)：エネルギー・経済統計要覧(EDMC) 2008(H20) 1990(H2) 

全国用途別床面積：エネルギー・経済統計要覧(EDMC) 2008(H20) 1990(H2) 
その他燃料使用量 ＣＯ２ 

民生業務部門エネルギー(灯油・Ａ重油・LPガス)使用量(全国)÷全国用途別床面積×岸和田市用途別床面積×
排出係数-廃棄物部門全体にわたる使用量 岸和田市用途別床面積：都市計画基礎調査等 

※医療・文教・宗教厚生・福祉施設のエネルギー消費量は学校・病院の平均値、デパート・スーパー、飲食店、卸売小売
業のエネルギー消費量はデパート・スーパー、飲食店、卸売小売の平均値を使用 

2005(H17) 1992(H4) 

ＣＨ４ 

民生業務全般 

民生業務産業部門全体にわたる燃料の燃焼 
Ｎ２Ｏ 

燃料消費量(岸和田市)×排出係数 上記その他燃料使用量より算出 2008(H20) 1990(H2) 

笑気ガス生産量：薬事工業生産動態統計年報 2008(H20) 1990(H2) 

病床数(全国): 厚生労働省 医療施設(静態・動態)調査・病院報告の概況 2008(H20) 1990(H2) 

民
生
業
務
部
門 

病院 笑気使用量ガス Ｎ２Ｏ 笑気ガス生産量×病床数(国)×病床数(岸和田市)×排出係数 

病床数(岸和田市)：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1990(H2) 

電力使用量 ＣＯ２ 年間の電力使用量×排出係数 
電力使用量：電力会社資料 
※平成２年については、平成２年の電力使用量を平成20年の各部門割合で算出 

2008(H20) 1990(H2) 

都市ガス使用量 ＣＯ２ 年間の都市ガス使用量×排出係数 ガス使用量：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1990(H2) 

ＣＯ２ 家庭の年間購入量：家計調査年報 2008(H20) 2000(H12) 

ＣＨ４ 世帯数：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1990(H2) ＬＰガス使用量 

Ｎ２Ｏ 

和歌山市の家庭の年間購入量(近隣県庁所在地)×ＬＰガス需要世帯数(世帯数―都市ガス需要戸数)×単身補
正×排出係数 

単身補正：数字でみるきしわだより算出 2005(H17) 1990(H2) 

ＣＯ２ 家庭の年間購入量：家計調査年報 2008(H20) 2000(H12) 

ＣＨ４ 世帯数：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1990(H2) 

民
生
家
庭
部
門 

一般家庭 

灯油使用量 

Ｎ２Ｏ 

和歌山市の家庭の年間購入量(近隣県庁所在地)×世帯数(岸和田市)×単身補正×排出係数 

単身補正：数字でみるきしわだより算出 2005(H17) 1990(H2) 

年間延べ移動量：第4回京阪神都市圏パーソントリップ調査(旅客)、平成11年ＯＤ調査(貨物) 1990(H2)、1999(H11) 1990(H2)、1999(H11) 

全国保有ベース燃費比率：エネルギー経済統計要覧より算出 2008(H20) 1990(H2) 自動車の燃料使用量 ＣＯ２ 

旅客：岸和田市発着の年間延べ移動量(人×トリップ数、距離帯ごとに区分する)×平成2年人口比×全国保有
ベース燃費比率 
貨物：岸和田市発着の年間延べ移動量(人×トリップ数、距離帯ごとに区分する)×平成11年トラック車輌台
数比×全国保有ベース燃費比率 人口、自動車保有台数(岸和田市)：数字でみるきしわだ 2008(H20) 1990(H2) 

ＣＨ４ 車種別保有台数： 2008(H20) 1990(H2) 
自動車の走行 

Ｎ２Ｏ 

自動車燃料消費量(全国)÷自動車登録台数(全国)×車種別保有台数(岸和田市)×自動車平均燃費燃料使用量
×排出係数 自動車燃料消費量(全国)：平成19年度自動車輸送統計年鑑(貨物・旅客自動車燃料消費量) 2008(H20) 1998(H10) 

年間電力使用量：鉄道統計年鑑 2007(H19) 1990(H2) 

岸和田市内営業キロ数：駅距離区間より推計 2007(H19) 1990(H2) 鉄道の電力使用量 ＣＯ２ 年間電力使用量×岸和田市内営業キロ数÷総営業キロ数×排出係数 

総営業キロ数：鉄道統計年鑑 2007(H19) 1990(H2) 

ＣＯ２ 
海運業向けエネルギー消費量(全国)×入港船舶トン数(内航のみ)(全国)×入港船舶トン数(内航のみ)(岸和田
市)×排出係数 

海運業向けエネルギー消費量(全国)：交通関連統計資料集 2007(H19) 2003(H15) 

ＣＨ４ 岸和田市内エネルギー消費量×排出係数×温暖化係数 入港船舶トン数(内航のみ)(全国)：港湾調査 2007(H19) 2003(H15) 

運
輸
部
門 

一般家庭の自動車・
運輸業界 

船舶の燃料使用量 

Ｎ２Ｏ 岸和田市内エネルギー消費量×排出係数×温暖化係数 入港船舶トン数(内航のみ)(岸和田市)：数字でみるきしわだ 2008(H20) 2004(H16) 
ＣＯ２ 一般廃棄物焼却量(プラスチック分)×排出係数 一般廃棄物焼却量(プラスチック分)：岸和田市貝塚市清掃施設組合提供資料 

ＣＨ４ 廃棄物の燃焼 

Ｎ２Ｏ 
一般廃棄物焼却量×排出係数 一般廃棄物焼却量：岸和田市貝塚市清掃施設組合提供資料 

2008(H20) 1990(H2) 
廃棄物 

清掃工場のエネルギー消費量 ＣＯ２ エネルギー消費量(発電分を除く)×排出係数 エネルギー消費量(発電分を除く)：岸和田市貝塚市清掃施設組合提供資料 2008(H20) 1990(H2) 
ＣＨ４ し尿処理 し尿処理プロセス 
Ｎ２Ｏ 

し尿処理量及び浄化槽汚泥量×排出係数×岸和田市分処理比率 し尿処理量及び浄化槽汚泥量：下水道施設課及び大阪府南大阪湾岸流域下水道提供資料 2007(H19) 1990(H2) 

下水処理場のエネルギー消費量 ＣＯ２ エネルギー消費量×排出係数 エネルギー消費量：岸和田市提供資料及び大阪府南大阪湾岸流域下水道提供資料 2008(H20) 1990(H2) 

下水処理量×排出係数×岸和田市分処理比率 下水処理量：岸和田市提供資料及び大阪府南大阪湾岸流域下水道提供資料 2008(H20) 1990(H2) 
ＣＨ４ 

下水道汚泥の焼却量×排出係数×岸和田市分処理比率 下水道汚泥の焼却量：岸和田市提供資料及び大阪府南大阪湾岸流域下水道提供資料 2008(H20) 1990(H2) 

下水処理量×排出係数×岸和田市分処理比率 下水処理量：岸和田市提供資料及び大阪府南大阪湾岸流域下水道提供資料 2007(H19) 1990(H2) 

廃
棄
物
部
門 

下水処理 
下水処理プロセス 

Ｎ２Ｏ 
下水道汚泥の焼却量×排出係数×岸和田市分処理比率 下水道汚泥の焼却量：岸和田市提供資料及び大阪府南大阪湾岸流域下水道提供資料 2007(H19) 1990(H2) 

 

森林吸収 ＣＯ２ 
１年当りの炭素吸収量(人工林、天然林)×森林面積 
※平成２年については、平成２年の人工林、天然林面積を平成21年の民有林齢級別面積比で分類 

炭素吸収量：(独)森林総合研究所 
森林面積(人工林、天然林)(岸和田市)：平成21年大阪府泉州農と緑の総合事務所地域政策室調べ 

2009(H21) 
2009(H21) 

2009(H21) 
1990(H2) 
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３．取り組み及び施策の内容 

各主体の役割 ロードマップ 
基本方針 取り組み・施策の内容 

市民 事業者 行政 短 中 長 

1-1温暖化防止学習の促進 

・市民や各企業等との連携により、温暖化防止学習の

促進を行います。 

実施 実施 
実施 

支援 

 

  

1-2市民・事業者、行政間の連携による温暖化防止活動

の促進 

・各主体間の連携におり、温暖化防止活動を促進しま

す。 

検討 検討 検討 

 

  

1-3低炭素型産業の育成、雇用の創出 

・全ての事業者において、製造時だけでなく、流通・

物流や使用・廃棄に至るライフサイクル全体の環境

負荷低減を意識したものづくりを推進します。 

 実施 支援 

 

  

1-4街灯等公共空間設備の低炭素化の推進 

・ＬＥＤ等を使用した屋外照明器具の高効率化を推進

するとともに、ライトダウンキャンペーン等を通じ

て事業者の自主的な点灯時間の短縮を推進します。 

実施 実施 
実施 

支援 

 

  

1-5再生可能エネルギー設備の導入促進 

・太陽光、風力、水力エネルギー等の再生可能エネル

ギーを積極的に導入を推進します。 
実施 実施 

導入 

支援 

 
  

1-6市街化調整区域等の未市街地の保全促進 

・未市街地の保全促進を進めることで、ヒートアイラ

ンド現象を抑制し、間接的に排出量を抑制します。 
  実施 

 
  

1-7市街地の緑化、緑地整備・保全 

・市街地の緑化、緑地整備・保全を進めることで、ヒ

ートアイランド現象の抑制等により間接的に排出量

抑制を行います。 

実施 実施 実施 

 

  

1-8エコ物流 

・トラックや貨物機による輸送を貨物列車・貨物船に

切り替えるモーダルシフト、アイドリングストップ

を含むエコドライブ、天然ガス車などの低公害車の

普及などが行われています。また、走行距離そのも

のを削減するために、ミルクランなど輸送ネットワ

ーク・サプライチェーンの効率化の取り組みも行わ

れています。さらに、ケースの小型化・多段積みな

ど積載率を向上させて単位あたりの効率を上げる試

みも行われています。 

 実施  

 

  

1-9公共交通網の整備・拡充 

・駅から徒歩圏外にある地域では、路線バスとコミュ

ニティバスの連携により、交通の利便性の向上を図

るとともに総合的な施策を検討します。 

  検討 

 

 

 

方針１ 

低炭素型ま

ちづくりの

推進 

 

1-10中心市街地活性化の促進 

・鉄道駅の徒歩圏を中心に、日常生活を支える商業・

医療・サービス業機能や居住機能を誘導し、歩いて

暮らせる市街地環境を高めます。 

  実施 

 

  

 

実施・支援 

支援 

実施・支援 

検討 

導入・支援 

実施 

実施 

検討 実施 

実施 

実施 
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各主体の役割 ロードマップ 
基本方針 取り組み・施策の内容 

市民 事業者 行政 短 中 長 

1-11電気自動車用充電スタンド・天然ガス充填スタン

ド等の設置促進 

・電気自動車等の普及において、電気自動車充電スタ

ンド等の設置促進が重要です。大阪府では、電気自

動車普及に向けた取り組みを行っており、インフラ

整備を進めています。 

 実施 
実施 

支援 

 

  

1-12透水性舗装など市街地の透水機能向上 

・道路・公園の整備・更新にあたっては、水循環に配

慮し、保水性・浸透性素材の活用に取り組むととも

に、ため池を活かした公園整備など、環境にやさし

い潤いの形成を図ります。 

  実施 

 

  

1-13風の道の確保 

・ヒートアイランド現象を抑制し、潤いとやすらぎの

あるまちづくりを推進するため、河川・ため池、公

園・緑地を海から山につなぐなど、風の通り道に配

慮した土地利用を検討します。 

  検討 

 

 

 

 

1-14共用自転車・レンタサイクルの導入 

・共用自転車・レンタサイクルの導入による、自家用

車からのモーダルシフトを進めます。 
利用 実施 支援 

 

  

 

実施 

検討 実施 

支援 

実施・支援 
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各主体の役割 ロードマップ 

基本方針 取り組み・施策の内容 

市民 事業者 行政 短 中 長 

2-1低炭素行動の促進 

・二酸化炭素の排出量は、電化製品の大型化、多種多

様性、利用頻度の増加などにより、省エネ製品の導

入のみでは大幅な削減は困難です。 日常において、

「もったいないの精神」を活かし、無駄なエネルギ

ーを利用しないことも、重要な温暖化対策です。  

・電気、水道、ガスなどが「有限な資源である」こと

を認識し、小さな取り組みを積み重ねて省エネ行動

（例：エアコン温度の設定、シャワーの使用時間、

自動車の運転などへの配慮）を実践するとともに、

本市では普及啓発を進めます。 

実施 実施 
実施 

支援 

 

  

2-2森林保全・整備・管理の促進 

・森林は、二酸化炭素の吸収源として果たす役割が非

常に大きなものとなっていますが、林業採算性の低

下による森林所有者の施業意欲の減退や林業就業者

数の減少・高齢化など、森林をとりまく環境は依然

として厳しい状況にあり、造林未済地や手入れ不足

の森林の発生など、適切な森林の整備・保全が危惧

されています。 

森林の整備、保全による効果は、森林の二酸化炭素

吸収機能だけでなく、水源のかん養など森林の持つ

多面的機能の向上につながることから、行政におけ

る支援策の検討を行います。 

実施 実施 実施 

 

  

2-3自主行動計画の促進・強化 

・（社）経済団体連合会は、地球温暖化対策や循環型経

済社会の構築などに向けて、経団連環境アピールに

そって取りまとめた、経団連環境自主行動計画や、

ＣＳＲ報告書等の自主的な計画の着実な実施を促進

しています。 

・中小事業者における自主行動計画の策定を促進しま

す。 

 実施  

 

  

2-4家庭版ＩＳＯ（仮称）の普及促進 

・市では、温暖化対策に取り組もうとする家庭に家庭

版ＩＳＯ認定証を交付し，認定を受けた家庭がイン

センティブ（※目標を達成するための刺激）を得る

ことができる制度の検討を行います。 

実施  検討 

  

 

2-5グリーン調達・購入の促進 

・環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）

の調達を推進するとともに、環境物品等に関する適

切な情報提供を促進することにより、需要の転換を

図り，持続的発展が可能な社会の構築を推進します。 

実施 実施 
啓発 

実施 

 

  

方針２ 

低炭素行動

の推進 

2-6温室効果ガス排出量の把握 

・国や大阪府では、事業者（行政も含む）に対して排

出削減目標の設定や取り組み状況等を報告させると

ともに、その内容を公表する制度を推進するととも

に、対象外の事業者においても報告制度の検討を行

います。 

 実施 
実施 

検討 

  

 

 

実施・支援 

実施 

実施 

検討 実施 

啓発・実施 

実施・検討 実施 
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各主体の役割 ロードマップ 

基本方針 取り組み・施策の内容 

市民 事業者 行政 短 中 長 

2-7旬の食品、地元産品の購入・利用促進 

・食料は、産地からの輸送距離が短いほど輸送に伴う

二酸化炭素排出量を少なくすることができる（＝フ

ードマイレージの考え方）ため、地域で生産された

ものを地域で消費する地産地消を積極的に推進しま

す。また、地産地消は、二酸化炭素排出抑制に寄与

するだけでなく、地域の農業振興、食の安心・安全、

食育の推進にも貢献するなど様々なメリットがあり

ます。 

実施  啓発 

 

  

2-8カーボン・オフセット付商品・サービスの利用促 

  進 

・中小事業者がカーボン・オフセットの制度を容易に

活用できるよう、売り手(中小事業者)のシーズと買

い手(大規模事業者等)のニーズをマッチングする大

阪府独自の仲介機関を大阪府と大阪府地球温暖化防

止活動推進センター((財)大阪府みどり公社)が連携

して設置・運営しています。 

 実施 実施 

 

  

2-9環境認証の取得 

・第三者である審査登録機関が企業の環境対策方式を、

規格に従って審査し認定することをいいます。大企

業には国際規格ISO14001が、中小企業には国内版規

格があることから、取得に向けての支援策の検討を

行います。 

 実施 
検討 

支援 

  

 

2-10マイカー使用・マイカー通勤の抑制 

・交通渋滞の緩和や、公共交通機関や自転車、徒歩に

よる移動を促すため、公共交通機関の利便性の向上

などの交通需要マネジメント（ＴＤＭ）施策の推進

を図るとともに、ノーマイカーデーを推進します。 

 実施 実施 

 

  

2-11排出権取り引き・カーボン・オフセット等の促進 

・大阪版カーボン・オフセット 

2009年（平成21年）3月に温暖化防止条例に基づ

く温暖化対策指針を改定し、条例対象事業者が購

入したオフセット・クレジットを排出削減量とし

て算定できるようにし、条例対象事業者による活

用を促進しています。 

 実施 支援 

 

  

2-12自動車共同利用（カーシェアリング等）の促進 

・一般に登録を行った会員間で特定の自動車を共同使

用するサービスないしはシステムのことを言いま

す。 

・市では、カーシェリング等の導入を検討します。 

利用 
実施 

利用 
検討 

  

 

 

2-13レジ袋の使用抑制 

・スーパー等で配布されるレジ袋はプラスチック製容 

器包装の中で大きな割合を占めており、その安易な 

配布・使用を抑制し、買い物袋の持参を促進するこ 

とで、ごみの発生抑制を図ります。 

実施 実施  

 

  

 

実施 

実施 検討 

支援 

実施 

検討 支援 

啓発 

実施 
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各主体の役割 ロードマップ 

基本方針 取り組み・施策の内容 

市民 事業者 行政 短 中 長 

2-14廃棄物の発生抑制 

・本市では家庭系ごみのプラスチック製容器包装など

の分別収集による資源化を進めており、焼却処理量

は減少傾向にあります。 

今後も、家庭系・事業系の分別の徹底やレジ袋の削

減、生ごみの循環システムの構築等を通じて、ごみ

の焼却に伴う温室効果ガスの排出抑制を図ります。 

・市では、コンポストの貸与等、生ごみの堆肥化の啓

発・支援も引き続き行います。 

・産業廃棄物においても、再資源化を進める等の取り

組みが必要です。 

実施 実施 実施 

 

  

2-15リサイクル率向上の促進・強化 

・本市では循環型社会の構築に向けて、３Ｒを推進し

ておりおり、更なる分別の回収率の向上を図るため、

分別の徹底、回収方法などを検討します。 

実施 実施 
実施 

検討 

 

  

 

2-16事業系資源ごみの分別の促進・強化 

・事業所から排出される資源ごみについて、分別の徹

底するよう指導等を行います。  実施 実施 

 

  

 

実施 

実施 

実施・検討 
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各主体の役割 ロードマップ 

基本方針 取り組み・施策の内容 

市民 事業者 行政 短 中 長 

3-1公共交通機関の利用促進 

・駅から徒歩圏外にある地域では、路線バスとコミュ

ニティバス等の利用促進を図ります。 
実施 実施 

啓発 

実施 
   

3-2低炭素型自動車の導入促進 

・バスや自家用車、輸送用自動車において、電気自動

車や燃料電池自動車などの次世代自動車の普及に向

けた技術開発の促進やＣＮＧ車・ハイブリッド車等

の低公害車の普及・促進を図ります。 

実施 実施 
啓発 

実施 

 

  

3-3エコドライブの普及促進 

・アイドリングストップを始めとするエコドライブ（環

境に配慮した自動車の運転）は、ドライバー一人ひ

とりの日頃の心がけで二酸化炭素排出量の削減に大

きく貢献できる取組の一つです。また、環境負荷削

減だけでなく、経済性や安全性もトータルで高める

賢いクルマの使い方といえます。 

市民や事業者などにエコドライブを普及・定着させ、

自動車の燃料消費に伴う二酸化炭素排出量を削減し

ます。 

実施 実施 
啓発 

実施 

 

  

3-4共同配送等物流の共同化の促進 

・物流の共同化、効率化等、産業競争力の維持、向

上と環境負荷の小さな物流、国民生活の安全と安

心を支える物流の実現に向け、個々の事業者活動

の支援など、行政、団体等物流関係機関と連携し

推進します。 

 実施 支援 

 

  

3-5高効率機器の普及促進 

・機器の性能は、温室効果ガス排出量に大きく影響し

ます。 

・更新時等に、工場、オフィス、住宅などに積極的に

省エネ型設備（照明、冷蔵・冷凍庫、生産機器、空

調施設など）の導入を図ります。  

実施 実施 

啓発 

実施 

支援 

 

  

3-6建物の断熱性・日射遮蔽・通気性・採光等の向上

促進 

・複層ガラス等による住宅の高断熱化を図る省エネ住

宅や住宅省エネラベルについて情報提供をすること

により，住宅の省エネルギー化を促進します。 

実施 実施 
啓発 

実施 

 

  

3-7建物の屋上・壁面緑化、敷地内の緑化の促進 

・ヒートアイランド現象を抑制し、潤いとやすらぎの

あるまちづくりを推進するため、建築物の屋上や敷

地内の緑化を推進します。 

実施 実施 
啓発 

実施 

 

  

3-8エネルギー管理システムの導入促進 

・情報提供等を通じて，照明や空調の最適運転を行う

「HEMS（家庭用ホームエネルギーマネジメントシス

テム）」「BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステ

ム）」の導入を促進します。 

 実施 実施 

 

  

方針３ 

エネルギー

効率の向上 

3-9低燃費型建設・農業機械及び漁船等への導入・活

用の促進 

・建設機械、農業機械、漁船等、低燃費型機械の導入

促進を図ります。 

 実施  

 

  

 

 

啓発・実施 

啓発・実施 

支援 

啓発・実施・支援 

実施 

実施 

実施 

実施 



- 73 - 

 

各主体の役割 ロードマップ 

基本方針 取り組み・施策の内容 

市民 事業者 行政 短 中 長 

4-1再生可能エネルギー設備の導入促進 

・太陽光、風力、水力エネルギー等の再生可能エネル

ギーを積極的に導入を推進します。 
実施 実施 

導入 

支援 

 

  

4-2エネルギーの低炭素化の促進 

・一次エネルギー供給の85％を化石エネルギーに依存

していますが、低炭素社会実現のためには、再生可

能エネルギー等の導入拡大や化石燃料利用の低炭素

化（発電効率の向上、CO2排出係数の小さい天然ガ

スへの燃料転換等）によるエネルギーの低炭素化が

重要です。 

 実施  

 

  

4-3グリーン電力証書の普及促進 

・「グリーン電力証書システム」とは、自然エネルギー

により発電された電気の環境付加価値を、証書発行

事業者が第三者機関（グリーンエネルギー認証セン

ター）の認証を得て発行し、「グリーン電力証書」と

いう形で取引する仕組みです。 

「グリーン電力証書」を購入する企業・自治体など

が支払う費用は、証書発行事業者を通じて発電設備

の維持・拡大などに利用されます。発電設備を持た

なくても、証書発行を受けたグリーン電力相当量の

自然エネルギーの普及に貢献できるため、地球温暖

化防止につながる仕組みとして関心が高まっていま

す。 

実施 実施 啓発 

 

  

4-4グリーン電力基金の普及促進 

・グリーン電力基金とは、寄付金を募り、電力会社も

寄付金総額と基本的に同額の寄付を行い、太陽光（公

共用）や風力・環境学習目的用発電設備などの建築

を助成し、一層の普及促進を図る市民参加型の取組

みを言います。これらの取り組みを推進します。 

実施  啓発 

 

  

4-5未利用エネルギーの利用促進 

・未利用エネルギーの種類としては、①生活排水や

中・下水の熱、②清掃工事の廃熱、③超高圧地中

送電線からの廃熱、④変電所の廃熱、⑤河川水・

海水の熱、⑥工場の廃熱、⑦地下鉄や地下街の冷

暖房廃熱、⑧雪氷熱等があります。未利用エネル

ギーの有効活用により、エネルギーセキュリティ

の確保や、二酸化炭素排出抑制への対応が可能で

す。 

・市としては、普及啓発を行うとともに、導入におけ

る支援策を検討します。 

実施 実施 

啓発 

実施 

支援 

 

  

4-6木質バイオマス利用設備の導入の促進 

・木質バイオマス利用設備の導入を促進することによ

り、再生可能エネルギーの導入を推進します。 
実施 実施 

啓発 

実施 

 
  

方針４ 

炭素集約度

の向上 

 

4-7バイオエタノール・ＢＤＦの活用促進 

・バイオ燃料は、再生可能エネルギーの柱の一つとな

っており、特に即効的な温室効果ガス排出量の削減

効果をもたらすことから、自動車交通量の増加が想

定されている中、その導入を一層加速する必要があ

りるため、バイオ燃料の活用を促進する。 

実施 実施 
啓発 

実施 

 

  

 

導入・支援 

実施 

啓発 

啓発 

啓発・実施・支援 

導入・支援 

啓発・実施 
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４．想定される取り組み 

 参考資料として、各部門別の想定される取り組みとその想定される効果を国の資料等を参考に算出した一例を示します。 

※（国立環境研究所 平成 22年 3月）と示しているものは、国立環境研究所AIMプロジェクトチームによる中長期ロードマップを受けた温室効果ガス排出量の試算として公表している資料からの引用である。また、本推計にあたっては、試算のいくつかのケースの中から「産業フレーム固定ケース：

どの削減目標についても共通のマクロフレームを想定（炭素に価格付けが行われている社会での炭素価格に応じたマクロフレームが変動と想定していないケース）」の「25%②ケース：2020年削減目標-25%のうち、国際貢献、吸収源を5%程度含むケース」の削減量を参照している。 

※電力排出係数の改善については、運輸部門は将来における電気割合が不明のため、国のデータを用いて算出した。また、岸和田BAUには排出係数の向上が含まれていないため、技術固定ケースで割合を算出。 

部門 想定される取り組み 
ＢａＵ

（t-CO2) 

削減率

（％） 

普及率

（％） 

削減量

（t-CO2) 

削減割合

（％） 
備考 

産業  376,486      

産業の高効率化 - 4.0% - 15,059 16% 削減率4%：2020年における高効率機器の導入による産業部門のＢａＵに対する削減量割合4%(国立環境研究所 平成22年3月） 

産業に利用するエネルギーの低炭素化 - 8.0%  30,119 32% 削減率8%：エネルギー転換による削減率を8%と想定 

農業の低炭素化（バイオマスボイラー） - - 
 

漁業の低炭素化 - 
0.5% 

- 
1,696 2% 削減率0.5%：2020年における農林水産部門での産業部門のＢａＵに対する削減量割合0.5%（国立環境研究所 平成22年3月） 

削減目標量 電力排出係数の改善 225,892 20.6% - 46,451 50% 削減率20.6%：1-(2008年度～2012年度5カ年平均目標値0.282/2008年度実排出係数0.355)（関西電力提供データ）、ＢａＵ：部門将来推計×2008年度の電気割合 

90,414 合計 93,325 100%  

民生家庭  234,930      

省エネルギー行動の促進 - 6.0% 50% 7,048 7% 
削減率6%：エコハマ省エネチャレンジプロジェクト実験結果 

普及率50%:市民アンケート結果より「低炭素社会」実現に向けて取り組む姿勢「現在の生活を大きく変えても取り組むべき」「現在の生活を多少変えても取り組むべきだ」50.4% 

パッシブ住宅の普及 - 

日射調節の普及 - 
10% 12.0% 2,819 3% 

削減率10%：冷房期、外気温が17～28℃の時、暖房期、外気温が22～28℃の時は自然換気とした場合の年間の削減率（社団法人日本木造住宅産業協会） 

普及率12%:一戸建の持ち家住宅71.5%*市民アンケート結果建物の配置・窓の位置の工夫17% 

住宅の断熱化 - 0.9% - 2,175 2% 削減率0.9%：2020年における高断熱住宅による家庭部門BAUに対する家庭部門削減量割合0.9%(国立環境研究所 平成22年3月） 

太陽熱温水器の普及 - 8.0% 25.9% 4,872 5% 

太陽熱＋高効率機器により従来の約8%を削減(メーカー資料より） 

普及率25.9%：市民アンケート結果から求めた太陽光発電普及率（0.9（現時点で利用していない世帯）×条件に関わらす設置予定、設置価格が低コストになった場合の8割）の約80%(現

状での太陽光発電と太陽熱温水器の設置割合）と想定 

太陽光発電の普及 - 2.0% - 4,699 4% 削減率2%：2020年における太陽光発電導入による家庭部門ＢａＵに対する削減量割合(国立環境研究所 平成22年3月） 

見える化の促進（HEMS等の導入） - 2.0% - 4,699 4% 削減率2%：2020年におけるHEMS等による家庭部門ＢａＵに対する削減量割合(国立環境研究所 平成22年3月） 

高効率機器の普及 - 20% - 47,856 45% 削減率20%：2020年における高効率家電、照明、給湯、空調による家庭部門ＢａＵに対する削減量割合20%(国立環境研究所 平成22年3月） 

ペレットストーブの普及 - 20% 1.0% 470 0% 

 

薪ストーブの普及 - 20% 1.0% 470 0% 

削減率20%：家庭部門世帯あたり用途別エネルギー源別エネルギー消費量の暖房の占める割合20%(エネルギー・経済統計要覧） 

普及率各1%：ペレットボイラー、薪ボイラー1%と想定 

削減目標量 電力排出係数の改善 152,705 20.6% - 31,401 29% 削減率20.6%：1-（2008年度～2012年度5カ年平均目標値0.282/2008年度実排出係数0.355）（関西電力提供データ）、ＢａＵ：部門将来推計×2008年度の電気割合 

106,048 合計 106,508 100%  

民生業務   226,326      

省エネルギー行動の促進 - 5.4% - 12,125 18% 削減率5.4%：2020年におけるBEMS導入による民生業務部門ＢａＵに対する削減量割合5.4%(国立環境研究所 平成22年3月） 

建物の断熱化 - 0.9% - 2,021 3% 削減率0.9%：2020年における高断熱建築物による民生業務部門ＢａＵに対する削減量割合0.9%(国立環境研究所 平成22年3月） 

太陽熱温水器の普及 - 0 - 0 0%  

太陽光発電の普及 - 4.0% - 9,093 13% 削減率4%：2020年における太陽光発電導入が民生業務部門ＢａＵに対する削減量割合4%(国立環境研究所 平成22年3月） 

高効率機器の普及 - 13% - 29,301 43% 削減率13%：2020年における高効率家電、照明、給湯、空調が民生業務部門ＢａＵに対する削減量割合13%(国立環境研究所 平成22年3月） 

ペレットストーブの普及 - 20% 1.0% 453 1% 

 

薪ストーブの普及 - 20% 1.0% 453 1% 
民生家庭部門と同等の割合で取り組みが進むと想定 

削減目標量 電力排出係数の改善 99,583 14.1% - 14,015 21% 削減率14.1%：1-（2008年度～2012年度5カ年平均目標値0.282/2008年度実排出係数0.355）（関西電力提供データ）、ＢａＵ：部門将来推計×2008年度の電気割合 

20,182 合計 67,461 100%  

運輸  188,932      

バイオマスエネルギーの活用（ＢＤＦ) - 1.0% - 1,889 5% 削減率１%：2020年におけるバイオ燃料導入における運輸部門排出量ＢａＵに対する削減量割合１%(国立環境研究所 平成22年3月） 

コミュニティサイクル等自転車利用の促進 - - - 948 2% 
現在普及している普通乗用車数（51,594台）の15%がシェアリング・レンタサイクルを活用と想定。 

岸和田市における2008年の自家用乗用車1台あたりの排出量 2.9t-CO2/台・年のうち、約15%（駅までの通勤や通学の送り迎え利用及び市内の通勤・通学の約半数）が削減と想定。 

エコドライブの実践 - - - 2,544 7% 
全体の35%（アンケート結果より、アイドリングストップをしたいと思うが取り組んでいないと回答した割合）にエコドライブが普及と想定。 

エコドライブによる削減率を約10%と想定（岸和田市における2008年の自家用乗用車1台あたりの排出量 2.9t-CO2/台・年）。 

鉄道・船舶の効率改善 - 3.0% - 5,668 15% 削減率3%：2020年における鉄道・空港・船舶における運輸部門排出量BAUに対する削減量割合3%(国立環境研究所 平成22年3月） 

低炭素型の乗り物の普及 - - - 7,182 18% 
現在普及している普通乗用車数（51,594台）の10%（今度の自動車購入意向のうちハイブリッド・電気自動車を選択のうち3割）がEV・PHVに買い換えと想定。 

削減量を約80%と想定（岸和田市における2008年の自家用乗用車1台あたりの排出量 2.9t-CO2/台・年）。 

 

交通流対策 - 9.0% - 17,004 44% 削減率9%：2020年における交通流対策における運輸部門ＢａＵに対する削減量割合9%(国立環境研究所 平成22年3月） 

削減目標量 電力排出係数の改善 - 2.0% - 3,779 10% 削減率2%：2020年における電力排出係数の変化における運輸部門排出量に対する削減量割合2%(国立環境研究所 平成22年3月） 

34,613 合計 39,013 100%  

廃棄物  24,276      

 未利用エネルギー資源の活用（汚泥、消化ガス等） - 25.0% - 6,069 68% 削減率25%：2020年における廃棄物部門ＢａＵに対する削減量割合25%(国立環境研究所 平成22年3月） 

削減目標量 ごみ質の改善（減量化、分別、水分率の低下） - 12.0% - 2,913 32% 削減率12%：2020年における廃棄物部門ＢａＵに対する削減量割合を12%と想定 

8,790 合計 8,982 100%  

森林吸収 適切な管理による森林吸収量の増加 

 木材の利用増加による炭素固定 
- 現状維持と想定。 
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５．地球温暖化対策実行計画策定の経過 

 下記のスケジュールで計画を策定しました。 

年 月 日 内  容 

２月 19日 岸和田市環境計画推進委員会 

２月 22日 岸和田市環境保全審議会 

９月 ２日 アンケート調査 開始 

９月 15日 アンケート調査 終了 

９月 27日 第１回岸和田市地球温暖化対策実行計画策定協議会 

11月 30日 第２回岸和田市地球温暖化対策実行計画策定協議会 

12月 15日 実行計画(骨子案)の意見公募 開始 

 

平成22年 

12月 15日 庁内関係各課に実行計画(骨子案)の意見照会 

１月 14日 実行計画(骨子案)の意見公募 終了 

１月 26日 第３回岸和田市地球温暖化対策実行計画策定協議会 

２月 ７日 岸和田市環境保全審議会 

３月 ４日 第４回岸和田市地球温暖化対策実行計画策定協議会 

３月 24日 岸和田市環境計画等推進会議 

平成23年 

４月 26日 岸和田市環境保全審議会 
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６．策定協議会名簿 

 策定協議会名簿を下記に示します。 

区分 氏 名 所  属 備考 

宇都宮 三治 関西電力㈱ 岸和田営業所 お客さまセンター 所長  

柏原 玄夫 
大阪府トラック協会 泉州支部 理事  

阪南運輸倉庫㈱ 取締役社長 
 

谷口 眞澄 岸和田商工会議所 理事 副会長 

中村 嘉延 大阪ガス㈱ 南部リビング営業部 コミュニティ室 室長  

西村 静代 大阪府地球温暖化防止活動推進員  

原 圭史郎 大阪大学 環境イノベーションデザインセンター 特任講師  

昼馬 光一 きしわだ環境市民会議 議長  

矢野 友治 いずみの農業協同組合 総務部長  

吉田 登 和歌山大学 システム工学部 環境システム学科 准教授 会 長 

委 員 

太田 正和 岸和田市 環境部 部長  

事務局 岸和田市 環境部 環境保全課 

(敬称略) 


